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はじめに 

 
この報告書は、令和元年度「木材関連事業者登録の推進」の成果概要を記述

したものである。 

 
当会では、違法伐採問題に対処するため、平成 18 年度から木材関係団体等

の協力も得ながら「違法伐採総合対策推進事業」など関連事業に取り組んでき

た。林野庁が平成 18 年に定めた「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明

のためのガイドライン」に基づき、現在では全国 150 の認定団体から認定を受

けた約 12,000 の事業者が合法木材を供給している。さらに、この取組が始まっ

てから 10 年後の平成 28 年 5 月に、「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関

する法律（クリーンウッド法）」が成立し、合法木材を取り巻く環境も大きな転

機を迎えることとなった。 
この法律の中で、新たに登録制度がつくられ現在登録を受けた事業者（登録

木材関連事業者）が全国に増えつつある。この事業では、クリーンウッド法の

意義や理解の促進を通じて登録推進のための環境づくりを進め、クリーンウッ

ド法のスムーズな運用に向けての活動を行ってきた。 

 
本報告書が合法伐採木材の一層の利用促進が進み、クリーンウッド法の登録

木材関連事業者が増加し、ひいては違法伐採木材の排除につながる一助となれ

ば幸いである。 

 
令和 2 年 3 月 

 

                一般社団法人 全国木材組合連合会 
                      会長 鈴 木 和 雄 
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第１章  概 要 

 
１ 事業の骨子 

 
平成 18 年に林野庁が定めた「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明の

ためのガイドライン」（以下、「ガイドライン」という）に基づき合法証明がな

された木材・木材製品（以下、「合法木材」という）の供給体制は、令和 2 年 3
月末で 12,000 社を超え、全国各地でその体制が整っている。合法木材は、グリ

ーン購入法に基づく公共調達の対象となっているのみならず、一般住宅につい

ても、建築施工や木材製品の製造に係る幅広い関係者に普及拡大している。 
また、平成 29 年 5 月に「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律」

（以下、「クリーンウッド法」という）が施行され、木材関連事業者は、自らが

取り扱う木材、木材製品について、その合法性を確認することが求められるこ

ととなった。この法律の中で新たに登録制度がつくられ、登録木材関連事業者

の数も令和 2 年 3 月時点で 400 社を超えるまでに増えてきた。 
このような状況の中、クリーンウッド法に基づき合法性が確認された木材（以

下、「合法伐採木材」という）の利用を促進し、登録についての理解を深め促進

するため、今年度はこの事業の中で、①事業を効果的に進めていくための検討

を行う運営委員会の開催、②地方におけるクリーンウッド法登録推進セミナ

ー・個別相談会の開催、③登録促進・クリーンウッド法の周知等のための普及

資料を作成した。 

 
２ 取り組みの成果と報告書の構成 

 
（１）合法性が証明された木材の供給体制の状況（第 2 章） 

平成 18 年度から取り組みを始めた合法木材の供給システムでは、令和元

年度末時点で 151 の業界団体によって認定された業界団体認定合法木材供

給事業者の数は約 12,000 事業者となり、合法木材の供給体制に関しては全

国で合法木材供給体制が整備されている。 
また、合法木材の取扱い実績も毎年増加傾向にある。これからは、クリー

ンウッド法に基づき合法伐採木材の利用を進めていくためにも、ガイドライ

ンに基づいた合法証明書を適切に発行していくことが求められる。 

 
（２）運営委員会の開催（第 3 章） 

事業を効率的・効果的に実施していくために、様々な方面からのご意見

を伺い検討する、学識経験者・環境 NGO 等の委員から構成される運営委員
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会を設置し、年度内に 3 回開催した。 

 
（３）登録のためのセミナー・個別相談会の開催（第 4 章） 

都道府県木連等の認定団体が全木連と共催で開催し、林野庁、登録実施

機関、全木連等の担当者を講師として、登録推進のためのセミナー・個

別相談会を開催した。（一部では、都道府県木連等の担当者が説明） 

 
（４）登録促進・周知のための普及資料の作成（第 5 章） 

木材関連事業者に向けてクリーンウッド法で新たに作られた登録制度

の周知と、登録の促進に向けたリーフレット「ご登録はお済みですか？」

を作成し、上記（３）のセミナーの参加者に配布するとともにイベント・

会議等で配布した。また、環境に配慮した木材利用の社会の潮流と、ク

リーウッド法の概要をわかりやすく解説したパンフレット「クリーンウ

ッドを使って世界の日本の森林を守ろう」を作成し、都道府県木連・中

央団体等の認定団体に送付して活用してもらった。 
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第２章 合法性が証明された木材の供給体制の状況 

 
１ 合法性が証明された木材の供給体制の概要 

 
  ガイドラインに基づいた合法木材供給事業者の認定団体数及び認定事業者

数は下表のとおりで、令和 2年 3月末現在では、認定団体数が 150（昨年 151）、

認定事業者数が約 12,040（昨年約 12,170）となっている。 

 
      合法木材供給事業者認定団体及び認定事業者数 

                    令和 2 年 3 月 31 日現在 

団体区分 認定団体数 認定事業者数 

中央団体   25 1,846 

地方団体  125 10,194 

計  150 12,040 

  
（注）林業・木材団体で「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガ 

イドライン（平成 18 年 2 月林野庁）」に基づいて合法木材供給事業者の認定を

行っている木材組合、森林組合、素材生産、木材チップ生産、木材流通等の団

体及び各団体が認定した事業者数を計上 

 

 
２ 平成３０年度における合法木材の取扱実績 

 
昨年度の合法木材の取扱実績を次ページの表にとりまとめた。平成 30 年

度は、合法木材証明システムが始まって 13 年目に当たり、その間の合法木

材の取扱実績は年々増加の傾向にある。 

例えば、素材生産のうち合法木材の量は、18 年度の実績では 906 千㎥で

あったのに対し、14,016 千㎥となり 15.5 倍になっている。同じく素材流通

業者の取り扱った合法木材は 951 千㎥に対し 13,753 千㎥の 14.5 倍となって

いる。また、取扱量の総数に占める合法木材の比率についても、素材生産で

は 40％から 81％に、素材流通では 16％から 76％に、素材流通（輸入）では

9％から 58％に増加するなど、合法木材の供給量は着実に増加している。 

  また、取扱実績を報告する認定団体及び認定事業体の数については、18 年 

度では、認定団体数 61、認定事業体数 2,267 であったのに対し、団体数では 

約 2.1 倍の 126 団体に、認定事業対数では約 4.4 倍の 9,933 社で、こちらも

- 4 -



着実に増加している。 

 
   平成 30 年度合法性・持続可能性の証明された木材・木製品の取扱 

実績（報告期間：平成 30 年 4 月 1 日～平成 31 年 3 月 31 日） 

 

 

 
   業   種 

木材・木製品

の 取 扱 量

（総数） 

うち、合法性

が証明され

たもの 

 
割 合 

 

 
認 定 

事業体数 
Ａ Ｂ Ａ／Ｂ 

千 m3 千 m3 

素材生産 （国 内） 17,357 14,016 0.81 2,650

素材流通 （国内注） 18,108 13,753 0.76 582

木材加工 （国内注） 30,789 19,919 0.65 3,030

木材流通 （国内注） 22,126 8,767 0.40 3,480

その他 （国内注） 234 205 0.88 151

素材流通 （輸 入） 1,350 783 0.58 3

木材流通 （輸 入） 6,193 1,347 0.22 37

 

（注） 1 全国木材組合連合会の要請に基づいて実績報告を提出した 126 認定団体 

9,933 認定事業体の数値を集計したものである。（平成 31 年 10 月調査） 

2 国内注：国内における流通加工業にかかるもので一部輸入材も含む 
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第３章 運営委員会の開催 

 

 本事業を効果的・効率的に実施するため、学識経験者、環境 NGO 等からなる

運営委員会を設置して年度内に 3 回開催した。 

 
第 1 回運営委員会：2019 年（令和元年）7 月 11 日（木） 
第 2 回運営委員会：2019 年（令和元年）12 月 4 日（水） 
第 3 回運営委員会：2020 年（令和 2 年）3 月 6 日（金） 
 会場は、いずれも全木連事務所内の会議室 

 
運営委員会の委員メンバーと各回の委員会での討議内容は以下のとおりである。  

 
■ 運営委員会委員 

（五十音順、敬称略） 
 金井 誠 日本合板商業組合（常務理事兼事務局長） 
 立花 敏 筑波大学（准教授） 
 永田 信 （一財）林業経済研究所（理事長）：委員長 
 三柴 淳一 国際環境 NGO FoE Japan（理事） 

 
■ オブザーバー 
 【関係省庁】林野庁 

 
■ 会議の概要 
第１回運営委員会会議 

１．日時：2019（令和元）年 7 月 11 日（木）17:00～18:40 
２．場所：永田町ビル６階大会議室（東京都千代田区永田町） 
３．議事要旨： 
① 2019 年度クリーンウッド法と登録に関する最近の情勢について 

林野庁より、資料（クリーンウッド法関連事業及び予算）に基づき説明が

あった。 
［主な質疑・意見］ 
○登録状況の実態について、林野庁としてどう考えているか。 
→（林野庁）登録事業者は、最近川下の建築関係の事業者の登録が増えている

傾向がある。これは、外構部の木質化対策支援事業の影響があったと考えら

れる。 
○今までのガイドラインの輪の中に入っていなかった建築事業者が、クリーン
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ウッド法の木材関連事業者に入って、川下にも違法伐採対策が広がってきた

ことが期待される。 
○登録を促進していこうとするとき、ガイドラインの対象事業者と、クリーン

ウッド法で新たに対象となった事業者に対して、異なるアプローチが必要で

はないか。 
→（林野庁）ガイドラインの事業者に対しては、全木連の事業で、新たに対象

となった建築関係の事業者に対しては、住宅・木材技術センターが実施する

事業で主として対象とすることを考えている。 
○クリーンウッド法は、林野庁・経済産業省・国土交通省の 3 省庁で共管する

法律であるが、3 省庁でどのように進めているのか。 
→（林野庁）平成 30 年 5 月にクリーンウッド法推進連絡会議を開催して、3 省

庁の幹部が集まって協力体制を作って進めている。 

 
② 2019 年度事業の概要について 
事務局より、資料（事業の概要、昨年度事業の報告書等）に基づき説明した。 

［主な質疑・意見］ 
○クリーンウッド法で合法性が確認されたことを示す証明書のひな型を示して

ほしい。 
○登録事業者を増やそうと思ったら、業界団体がかかわっていく必要がある。 
○法律の見直しの時には、ガイドラインの仕組みを活かして直していけばどう

か。 
○施行から 5 年度の見直しとなると、今から 3 年後となり、そろそろ動き出す

必要がある。 
○国の調達方針に、クリーンウッド法の登録事業者を指定するなどの対策も必

要。 
○クリーンウッド法で、新たに建設・建築業者が木材関連事業者にはっきりと

位置付けられたことに意義がある。 
○クリーンウッド法の説明会で地方を回るようになって、今までつながりが薄

かった建築関係の事業者とも接点ができた。 
○国が最終消費者である国民にこの法律を広く周知することが必要。 

 
③ その他 
事務局からは特になし。委員からも特に意見は出ず、会議を終了した。 
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第 1 回運営委員会の様子 

 
第２回運営委員会会議 

１．日時：2019（令和元）年 12 月 4 日（水）15:30～17:00 
２．場所：永田町ビル４階大会議室（東京都千代田区永田町） 
３． 議事要旨： 
① 2019 年度クリーンウッド法登録に関する最近の情勢について 

林野庁より、資料（登録に関する資料）に基づき説明があった。 
［主な質疑・意見］ 
〇日本住宅・木材技術センターの事業で実施した登録促進セミナーでは、実際

に登録した事業者に講演をしてもらった。現場の話が聞けて、参加者にも有

益な情報だったのではないか。 

 
② 2019 年度事業の実施状況について 
事務局より、資料（事業の実施状況）に基づいて説明があった。 

［主な質疑・意見］ 
〇地方で実施したセミナー・個別相談会での参加者の反応は？  
→（事務局）まだ理解が進んでいないようだ。ただし、最近になって県木連に

会員（木材業者）から、「納入先から登録について尋ねられた。」という話を聞

くことが増え、川下側の事業者の関心は高まっているようだ。今まで、ガイド

ラインで対応してきた川中までの事業者には、「従来のガイドラインで十分で

はないか。何が違うのか。」といった意見が多い。 
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〇登録事業者の都道府県別の分布が色別で示したようなものがあるとよい。 
〇クリーンウッド法の周知について、国と都道府県の行政との協力は？ 
→（林野庁）林野庁で都道府県の担当者を集めたブロック会議の場でクリーン

ウッド法の周知をしている。 

 
③ 普及資料の作成について 

事務局より、資料（普及パンフレット案）に基づいて説明があった。 
［主な質疑・意見］ 
〇気候変動、森林減少といった最近のトピックと絡めてアピールできるとよい。 
〇「今、木材を使うことが社会の流れになっている。そうであるなら、なおさ

ら、もっと気を付けて木材を使っていきましょう。」という導入にしてはどう

か。 

 
④ その他 
事務局からは特になし。委員からも特に意見は出ず、会議を終了した。 
 

 

第 2 回運営委員会の様子 
 

第３回運営委員会会議 

１．日時：2020（令和 2）年 3 月 6 日（金）15:30～17:00 
２．場所：永田町ビル４階大会議室（東京都千代田区永田町） 
４． 議事要旨： 
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① クリーンウッド法に関する取組状況及び今後の取組予定等について 
林野庁より、資料（クリーンウッド法に関する取組状況等）に基づき説明

があった。 
［主な質疑・意見］ 
〇登録木材関連事業者の年度報告のとりまとめ結果については、公表はいつ頃

になるのか。 
→（林野庁）現在、集計結果を精査しているところ。登録実施機関等の関係者

との合意形成ができたら、なるべく早くクリーンウッド・ナビで公表したい。 

 
② 2019 年度事業の実施結果について 

事務局より、資料（事業の実施結果概要）に基づいて説明があった。また、

前回の委員会で検討した普及パンフレットの完成版の紹介があった。 
［主な質疑・意見］ 
〇地方で実施した個別相談会ではどんな質問があったのか？  
→（事務局）外材はどのような形で登録すればよいのか、といった質問や、最

近では、客先から登録の有無を尋ねられたがどうしたらよいか、といった相談

を受けるようになった。 
〇セミナーでは、ターゲットを絞って内容を考える必要がある。 
〇登録は、トップダウンで進めるとうまくいく。下からだと、どうしても上を

説得するのに時間がかかり途中で挫折してしまうこともある。 
〇セミナーでは、木質バイオマスの証明制度の説明会と一緒に開催したところ

もある。そういったところでは、川下側の事業者の参加もあってよかった。そ

の一方、両方の説明を聞いてかえって混乱する事業者もいる。 
〇外構部の木質化対策支援事業があったおかげで、昨年の 5 月から 7 月にかけ

て登録事業者が急増した。 
〇登録を増やすということで言えば、ターゲット毎に登録促進のための手法を

分けて検討すべき。 
〇他の事業で実施した建築・建設関係の事業者へのアンケート結果を見ると、

消費者への法律の周知が必要との意見があった。JAS 構造材の事業の広告の中

にも、この法律について触れていただければありがたい。 
〇林野庁のガイドラインとクリーンウッド法が併存しているうちは、登録は増

えないのではないか。中小企業にとって、わずかとはいえお金がかかる登録は、

それに見合うだけのメリットがないとその気にならない。 
〇クリーンウッド法の合法性を明確にして、ガイドラインがそれに合流する形

にすれば回っていくのではないか。 
〇登録事業者の数で判断するのではなく、登録事業者の扱う木材が全体の流通
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量の何割を占めるか、その割合を増やすことを目標とする考え方もあるのでは

ないか。 
〇今後、クリーンウッド法の見直しを見据えてどうしていくのか。なぜガイド

ラインの仕組みを生かさないのか。ガイドラインとクリーンウッド法が並走す

るのは無理がある。 

 
③ その他 
〇今後近い将来、ガイドラインがクリーンウッド法に一本化される方向は間違

いないところ。社会では、SDGｓの動きが加速する中、本当に合法性だけで

よいのか。過去 13 年間、ガイドラインでやってきた実績をどう生かしてクリ

ーンウッド法とすり合わせていくのか。そうではなく、再度立ち上げ直すの

か、今後の議論で最も重要になってくるところである。 

 
そのほかに事務局からは特になし。委員からも特に意見は出ず、会議を終了し

た。 
 

 

第 3 回運営委員会の様子 
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第４章  登録のためのセミナー・個別相談会の実施 

 
令和元年 7 月から令和 2 年 2 月にかけて、全国の 43 の合法木材供給事業者認

定団体が 80 か所の会場で全木連、県下の認定団体と共催でクリーンウッド法登

録推進相談会・セミナーを開催した。 
合法木材認定事業者の担当者、建築関係の事業者、森林組合、県庁等の行政関

係者等様々な関係者の参加があった。参加者数は、すべての会場を合わせて延べ

3,460 人であった。 
なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和 2 年 2 月末から 3 月に

かけて、開催を予定していたセミナー・個別相談会の中止を余儀なくされたとこ

ろもあった。 

 
１ 専門家派遣等によるクリーンウッド法登録推進セミナー・個別相談会 

 
 令和元年 7 月から令和 2 年 2 月にかけて、全木連から講師（専門家）を派遣

して全国 28 の認定団体が、全木連との共催で開催した（一覧表は次ページを参

照）。その他、林野庁及び登録実施機関から講師を招いて実施した認定団体もあ

った。セミナーでは、クリーンウッド法の内容や木材関連事業者の登録の仕組

み・申請方法の手順・様式等の説明がなされた（説明資料は巻末資料を参照）。

また、セミナーの終了後に、登録のための個別相談会を希望者に対して実施した。

事前の相談希望者は少なかったが、セミナー終了後に登録について個別に質問

があったところが数件あった。相談の内容は、「登録はすべきかどうか。」、「外材

はどのような形で登録したらよいか」といったものだった。また、「最近では、

客先から登録の有無を尋ねられたがどうしたらよいか。」といった相談も聞くよ

うになった。 

 
 ・セミナー参加者総数： 2,150 名 
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専門家派遣等によるクリーンウッド法登録推進セミナー・個別相談会一覧

（認定団体からの依頼により全木連から講師を派遣をしたもの）

№ 開催日 曜日
都道府
県

会場 時間
全木連
講師

参加者（名） 備考
個別相
談件数

1 7月9日 火 鳥取
ホテルセントパレス倉吉「シャンパー
ニュ」（倉吉市上井町1-9-2）

13:00～16:30 加藤 30
JAS構造材、外構部木質化支
援事業の説明会も同時開催

2 7月26日 金 愛知
名古屋木材会館会議室（名古屋市中
区松原2-18-10）

14:00～16:00 加藤 30 合板検査会も講演 1

3 8月6日 火 長野
キッセイ文化ホール第2会議室（松本
市水汲69-2）

15:00～16:00 森田 80 2

4 8月7日 水 長野
長野県林業センター5階会議室（長野
市中御所岡田30-16）

11:00～12:00 森田 40

5 8月23日 金 沖縄 ネストホテル那覇（那覇市西1-6-1） 14:00～16:30 加藤 40
JAS構造材事業の説明会も同
時開催

6 8月28日 水 熊本
熊本空港ホテルエミナース会議室「り
んどう」（上益城郡益城町田原2071-
1）

13:30～16:50 加藤 100
JAS構造材事業の説明会も同
時開催

7 9月9日 月 滋賀
彦根勤労福祉会館2階研修室（彦根
市大東町4-28）

14:00～15:30 加藤 20

8 9月19日 木 宮崎
ニューウェルシティ宮崎（宮崎市宮崎
駅東1-2-8）

14:00～16:00 加藤 50 1

9 9月20日 金
２×４協
※1

木材会館6階会議室（江東区新木場
1-18-8）

13:30～15:30 森田 40

10 9月20日 金 埼玉
埼玉建産連研修センター101会議室
（さいたま市南区鹿手袋4-1-7）

14:00～16:00 加藤 20
JAS構造材の事業説明会の中
で説明

11 9月26日 木 兵庫
姫路商工会議所602会議室（姫路市
下寺町43）

13:30～16:00 加藤 40
木質バイオマス証明セミナーと
同時開催

1

12 9月30日 月 福井
福井県産業会館本館2階展示場（福
井市下六条町103）

13:30～16:00 加藤 70

13 10月7日 月 岐阜
ぎふ森林文化センター3階「東濃桧
ホール」（岐阜市六条江東2-5-6）

13:30～16:00 加藤 30 第1回目

14 10月24日 木 福岡
天神チクモクビル会議室（福岡市中
央区天神3-10-27）

13:30～16:00 加藤 50 合板検査会も講演 2

15 10月29日 火 広島
リーガロイヤルホテル広島3階「宮島」
（広島市中区基町6-78）

13:30～16:00 加藤 110 合板検査会も講演

16 10月31日 木
全市連
※2

林友ビル6階大会議室（文京区後楽
1-7-12）

13:00～15:30 森田 20 林野庁、住木センターも講演 1

17 11月12日 火
全買連
※3

大阪木材仲買会館会議室（大阪市西
区南堀江4-8-10）

13:00～15:40 森田 40 1

18 11月15日 金 群馬
木材振興センター3F会議室（前橋市
西善町524-1）

14:00～15:30 森田 40 2

19 11月20日 水 群馬
ぐんまこどもの国児童会館3階第一研
修室（太田市長手町480）

14:00～15:30 加藤 20

20 11月27日 水 岡山
建部町文化センター「大ホール」（岡
山市北区建部町建部上899）

13:30～16:00 加藤 240

21 11月28日 木 香川
香川県産業技術センター3F研修室
（高松市郷東町587-1）

13:30～15:30 加藤 40

22 12月6日 金 鹿児島
鹿児島県歴史資料センター黎明館
（鹿児島市城山町7-2）

13:00～16:30 森田 170 2

23 1月17日 金 栃木
ホテル東日本宇都宮（宇都宮市上大
曽町492-1）

15:00～16:00 加藤 170
木質バイオマス証明の説明会
と同時開催

24 1月21日 火 佐賀
四季彩ホテル千代田館2F「ルビー」
（佐賀市高木瀬町東高木216-1）

13:30～16:00 加藤 30
木質バイオマス証明の説明会
と同時開催

25 1月27日 月 岐阜
ぎふ森林文化センター3階「東濃桧
ホール」（岐阜市六条江東2-5-6）

13:30～16:00 加藤 20
第2回目、JAS構造材事業の説
明会も同時開催

26 1月29日 水 岩手
サンセール盛岡1F「ダイヤモンドホー
ル」（盛岡市志家町1-10）

13:30～16:00 加藤 150
木質バイオマス証明の説明会
と同時開催

27 1月31日 金 千葉
千葉県木材市場会議室2F多目的
ホール（東金市山田800）

10:00～12:00 加藤 30

28 2月5日 水 宮城
ホテル白萩3F「萩」（仙台市青葉区錦
町2-2-19）

13:30～16:00 加藤 80
木質バイオマス証明の説明会
と同時開催

29 2月6日 木 長崎
五島市中央公園市民体育館サブア
リーナ会議室（五島市三尾野町266-
1）

13:30～17:00 加藤 10

30 2月7日 金 富山
パレブラン高志会館カルチャーホール
（富山市千歳町1-3-1）

13:30～17:00 森田 70 2

31 2月13日 木 石川
金沢市ものづくり会館2階研修室（金
沢市粟崎町4-80-1）

13:30～15:00 森田 100

参加者合計 1,980 個別相談件数合計 15
※1：日本ツーバイフォーランバーJAS協議会
※2：（一社）全日本木材市場連盟
※3：（一社）全国木材市売買方組合連盟
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以下に、セミナー会場の写真を掲載する。 

① 岩手県木連のセミナー（盛岡市会場） 

  
 

② 宮城県木連セミナー（仙台市会場） 

  

 

③ 群馬県木連のセミナー（前橋市会場） 
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④ 新潟県木連セミナー（長岡市会場） 

  

 

⑤ 石川県木連のセミナー（金沢市会場） 

  

 

⑥ 岡山県木連のセミナー（岡山市会場） 
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⑦佐賀県木連のセミナー（佐賀市会場） 

  

 

⑧ 大分県木連のセミナー（大分市会場） 

  
 

⑨ 鹿児島県木連のセミナー（鹿児島市会場） 
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２ 認定団体が独自に実施したセミナー・個別相談会 

 
 前記１と同様の内容で、ガイドラインに基づく合法木材供給事業者認定団体

（県木連等）が自ら説明をする形でセミナー・相談会が、全国 12 の認定団体で

実施された。 
 ・セミナー参加者総数： 1,310 名 

 
以下に、セミナー会場の写真を掲載する。 

 

① 北海道木連のセミナー 

 （札幌市会場） 

  

 

② 山形県木連のセミナー 

（山形市会場） 
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③ 静岡県木連のセミナー 

（静岡市会場） 

 

 

 

 

 

 

  

 

（沼津市会場） 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 高知県木連セミナー 

（高知市会場） 
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第５章  登録促進のための普及資料の作成 

 
本年度の事業では、以下の 2 種類の普及資料を作成し活用した。 

 
１ 登録促進のためのリーフレット「ご登録はお済みですか？」 

 
林野庁が実施している補助事業で、クリーンウッド法に基づいた合法伐採木

材が助成の要件になったことから、合法伐採木材への関心が高まってきた。特

に、登録木材関連事業者に対する優遇措置がつけられたことで、木材関連事業

者の登録への機運が一気に高まった（令和元年度外構部の木質化対策支援事業、

令和元年度 JAS 構造材利用促進事業）。この流れにタイムリーに対応するため、

2019 年 6 月に登録促進のためのわかりやすいリーフレットを作成した。当初、

10,000 部を作成し、林野庁ガイドラインの認定団体（各県木連）に配布したが、

すべてなくなり、その後も要望があったため、内容を若干修正したうえで増刷

版を 2020 年 1 月に 5,000 部作成しセミナー等で使用した。 

 

   

リーフレットのイメージ（初版）     リーフレットのイメージ（増刷版） 
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２ 普及パンフレット「クリーンウッドを使って世界と日本の森林を守ろう」 

 
 今まで、クリーンウッド法の解説や登録促進のための木材関連事業者向けの

資料を作成してきたが、SDGｓや ESG 投資といった環境配慮型社会の構築に向

けての流れが加速する中、「木材なら何でもよい。」から「より環境に配慮した

木材を使っていこう。」ということに重点を置いた普及資料を作成することとし

た。また、非住宅分野への木材利用が広がってきていることにも触れた内容と

した。資料の作成に当たっては、できるだけ写真や絵を使って分かりやすくす

るとともに、親しみやすい内容にするよう努めた。特に、この事業で設置され

た運営委員会で検討をいただき（第 3 章参照）、その結果を反映させた。このパ

ンフレットは、15,000 部作成し、2020 年 3 月に完成した。都道府県の木材組合

（県木連）、合法木材供給事業者の認定団体（全国団体）に配布して活用を図っ

た。 

 
パンフレット表紙のイメージ 
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[ 巻末資料 ] 

 

 

 

 １ 運営委員会（第１回～第３回）での林野庁説明資料 

     １－１ 第 1 回運営委員会 

     １－２ 第 2 回運営委員会 

     １－３ 第 3 回運営委員会 

 

 

 

 ２ クリーンウッド法登録推進セミナー・個別相談会での 

全木連説明資料 
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クリーンウッド法関連事業及び予算

令和元年７⽉11⽇
林野庁⽊材利⽤課

＜資料内容＞
１．これまでの取組状況
２．今年度の取組予定
３．関連予算資料

⽣産国における現地情報の収集とクリーンウッド・ナビの充実

ペルー
メキシコ

平成２９年度

平成３０年度

マレーシア（サバ州）
マレーシア（サラワク州）
マレーシア（半島部）
インドネシア
ベトナム
中国

平成３０年度
クリーンウッド・ナビ

掲載済

令和元年度
クリーンウッド・ナビ
掲載予定

ルーマニア
エストニア
ラトビア
イタリア
南アフリカ
フィジー

フィンランド
スウェーデン
フィリピン
タイ
ブラジル
エクアドル

ラオス

１．これまでの取組状況
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巻末資料1-1　第１回運営委員会での林野庁説明資料



⽊材関連事業者登録推進のためのセミナーと個別相談会
クリーンウッド法の普及と登録促進のため、⽊材関連団体や登録実施機関による
セミナーや個別相談会を開催。（平成30年度）

⽊材事業者向け 建築・建設事業者向け家具事業者向け
 セミナーを全国８箇所、個別相談会
を全国11箇所で実施した。

 普及啓発資料を作成した。

 中央及び各都道府県レベルでセミ
ナーを開催した。

 専⾨家派遣等を全国79箇所で実
施した。

 セミナーを全国８箇所、個別相談会
を全国７箇所で実施した。

 普及啓発資料を作成した。

●⽣産国における現地情報の収集
⼤洋州市域
・中国
・ベトナム
・ロシア
・パプアニューギニア

・ソロモン諸島
・フィンランド

（予定）

●クリーンウッド法定着実態調査

●⽊材関連事業者登録の推進及び協議会による普及啓発活動への⽀援
⽊材関連事業者の登録を促進するため、専⾨家の派遣、セミナー・個別相談会の開催
を⽀援。（中央・地⽅都市及び都道府県単位）

全国レベル及び都道府県レベルで、合法伐採⽊材等の流通及び利⽤の促進を⽬的とし
た、協議会による普及啓発活動を⽀援。

●追加的措置の先進事例収集

●「クリーンウッド・ナビ」の充実

令和元年度における主な取組

２．今年度の取組予定
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３．関連予算資料
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開
催
日

開
催
場
所

セ
ミ
ナ
ー
名

主
　
催

5
月
2
2
日
東
京
都

森
林
セ
ミ
ナ
ー
　
S
D
G
ｓ
次
代
の
木
材
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
新
潮
流

～
持
続
可
能
な
製
品
市
場
に
対
応
す
る
木
材
デ
ュ
ー
デ
ィ
リ
ジ
ェ
ン
ス
と
は
？
～

早
稲
田
大
学
環
境
総
合
研
究
セ
ン
タ
ー

W
-
B
R
ID
G
E
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
他

6
月
2
8
日
東
京
都

J
IA
-
Q
A
　
F
S
C
認
証
セ
ミ
ナ
ー

日
本
ガ
ス
機
器
検
査
協
会

8
月
2
7
日
秋
田
県
能
代
市

ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
法
セ
ミ
ナ
ー

秋
田
県
木
材
産
業
協
同
組
合
連
合
会

1
0
月
1
日
東
京
都

ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
法
に
基
づ
く
登
録
の
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
・
個
別
相
談
会

ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
木
材
関
連
事
業
者
登
録
推
進

協
議
会

１
０
月
２
日
～
３
日
大
分
県
大
分
市
、
日
田
市

令
和
元
年
度
木
材
関
連
事
業
者
登
録
促
進
セ
ミ
ナ
ー

大
分
県
木
材
協
同
組
合
連
合
会
他

1
0
月
1
6
日
北
海
道
札
幌
市

ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
法
に
基
づ
く
登
録
の
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
・
個
別
相
談
会

ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
木
材
関
連
事
業
者
登
録
推
進

協
議
会

1
0
月
2
5
日
秋
田
県
秋
田
市

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
〃

　
　
　
　
　
　
〃

１
９
月
３
０
日
東
京
都

令
和
元
年
度
登
録
推
進
相
談
会
・
セ
ミ
ナ
ー

全
日
本
木
材
市
場
連
合
会

1
1
月
1
4
日
新
潟
県
新
潟
市

ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
法
に
基
づ
く
登
録
の
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
・
個
別
相
談
会

ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
木
材
関
連
事
業
者
登
録
推
進

協
議
会

1
1
月
2
2
日
宮
城
県
仙
台
市

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
〃

　
　
　
　
　
　
〃

1
1
月
2
8
日
愛
知
県
名
古
屋
市

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
〃

　
　
　
　
　
　
〃

１
２
月
５
日
（
予
定
）
大
阪
府
大
阪
市

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
〃

　
　
　
　
　
　
〃

１
２
月
１
２
日
（
予
定
）
奈
良
県
橿
原
市

合
法
木
材
供
給
事
業
者
研
修
及
び
ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
法
研
修

日
本
集
成
材
工
業
協
同
組
合

１
２
月
２
０
日
（
予
定
）
岡
山
県
岡
山
市

ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
法
に
基
づ
く
登
録
の
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
・
個
別
相
談
会

ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
木
材
関
連
事
業
者
登
録
推
進

協
議
会

１
月
１
７
日
（
予
定
）
愛
媛
県
松
山
市

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
〃

　
　
　
　
　
　
〃

１
月
２
４
日
（
予
定
）
熊
本
県
熊
本
市

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
〃

　
　
　
　
　
　
〃

林
野
庁
が
講
師
を
務
め
た
セ
ミ
ナ
ー
一
覧
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クリーンウッド法に関する取組状況及び今後の取組予定 

 

１ 令和元年度（平成31年度）実施事業 

（１）生産国における現地情報収集事業（大洋州地域等）【委託】 

    生産国（パプアニューギニア、ソロモン諸島、ロシア、ベトナム、中国）における木材流

通や関連法令に関する情報を収集し、「クリーンウッド・ナビ」に掲載（令和２年度中予定）

する。 

（２）追加的措置の先進事例収集事業【委託】 

    違法伐採対策の関連法令が整備されている国（イギリス、ドイツ、オランダ、フィンラ

ンド、スウェーデン）のリスク低減に係る先進事例を調査し、「クリーンウッド・ナビ」に

掲載（令和２年度中予定）する。 

（３）クリーンウッド法定着実態調査事業【委託】 

    国内におけるクリーンウッド法に基づく木材関連事業者が行う合法性の確認や譲り渡し

の措置等の取組の実施状況を把握した。 

（４）違法伐採関連情報の提供【委託】 

    「クリーンウッド・ナビ」における、国別・地域別法令等情報や生産国の木材流通等に

関する更新情報等に関するコンテンツ作成や、ウェブサイトに掲載された情報に関する問

い合わせ対応を行った。 

（５）協議会による普及啓発活動【補助】 

    全国レベル及び都道府県レベルの協議会を開催し、クリーンウッド法に係る課題等の情

報交換及び合法伐採木材等を利用する事業者・消費者への普及手法等に関する意見交換等

を実施した。また、展示会等にブースを出展し、合法伐採木材等の普及及びクリーンウッ

ド法の周知を行い、合法伐採木材等の利用促進を図った。 

（６）木材関連事業者登録の推進【補助】 

    クリーンウッド法や法に基づく登録の手続き等を説明するセミナーや個別相談会を開催

し、木材関連事業者に対する個別の働きかけや登録に向けた指導・助言を行った。また、

普及啓発資料を作成し、セミナーや会議等で配布した。 

 

２ 林野庁が講師を務めたセミナー 

開催日 開催場所 セミナー名 主催 

R1. 5.22 東京都 

森林セミナー SDGs時代の木材サプライチェー

ンの新潮流～持続可能な製品市場に対応する

木材デューデリジェンスとは？～ 

早稲田大学環境総合研究センター 

W-BRIDGEプロジェクト他 

6.28 東京都 JIA-QA FSC認証セミナー 日本ガス機器検査協会 

8.27 秋田県能代市 クリーンウッド法セミナー 秋田県木材産業協同組合連合会 

10. 1 東京都 
クリーンウッド法に基づく登録のためのセミ

ナー・個別相談会 

クリーンウッド木材関連事業者登録

推進協議会 

10. 2～3 
大分県大分市、 

日田市 
令和元年度木材関連事業者登録促進セミナー 大分県木材協同組合連合会他 

10.16 北海道札幌市 
クリーンウッド法に基づく登録のためのセミ

ナー・個別相談会 

クリーンウッド木材関連事業者登録

推進協議会 

10.25 秋田県秋田市 〃 〃 

10.30 東京都 令和元年度登録推進相談会・セミナー 全日本木材市場連合会 

11.14 新潟県新潟市 
クリーンウッド法に基づく登録のためのセミ

ナー・個別相談会 

クリーンウッド木材関連事業者登録

推進協議会 

11.22 宮城県仙台市 〃 〃 

11.28 愛知県名古屋市 〃 〃 

12. 5 大阪府大阪市 〃 〃 

12.12 奈良県橿原市 
合法木材供給事業者研修及びクリーンウッド

法研修 
日本集成材工業協同組合 

12.20 岡山県岡山市 
クリーンウッド法に基づく登録のためのセミ

ナー・個別相談会 

クリーンウッド木材関連事業者登録

推進協議会 

R2. 1.17 愛媛県松山市 〃 〃 

1.24 熊本県熊本市 〃 〃 
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３ 木材関連事業者の登録の推移 

 

●月別登録累計数：件数 

 

   【令和２年１月31日現在】 

    ・第１種：174件（うち第２種との同時登録：146件） 

    ・第２種：228件 

    ・合 計：402件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 令和２年度実施予定事業 

（１）海外情報収集事業【委託】 

    生産国（東欧地域等）における木材流通や関連法令に関する情報の収集及び、違法伐採

対策関連法令が整備されている国（アメリカ、オーストラリア等）のリスク低減に係る先

進事例を調査し、それぞれ「クリーンウッド・ナビ」に掲載できる形に取りまとめる。 

（２）クリーンウッド法定着実態調査事業【委託】 

    国内におけるクリーンウッド法に基づく木材関連事業者が行う合法性の確認や譲り渡し

の措置等の取組について、事業者への現地調査により実施状況を把握する。 

（３）違法伐採関連情報の提供【委託】 

    「クリーンウッド・ナビ」における、国別・地域別法令等情報や生産国の木材流通等に

関する更新情報等に関連するコンテンツ作成や、ウェブサイトに掲載された情報に関する

問い合わせ対応を行う。また、掲載済み国別情報の更新（３ヵ国程度）に関する調査等を

実施する。 

（４）協議会による普及啓発活動【補助】 

    全国レベル及び都道府県レベルの協議会を開催し、普及啓発活動を実施する。また、合

法伐採木材等の利用促進に向けたキャンペーン等の普及啓発を実施する。 

（５）木材関連事業者登録の推進【補助】 

    クリーンウッド法に基づく登録の手続き等を説明するセミナーや個別相談会を開催し、

木材関連事業者に対する個別の働きかけや登録に向けた指導・助言を行う。また、木材関

連事業者の登録促進に必要な普及啓発資料を作成する。 

 

- 42 -



- 43 -

巻末資料2　セミナー・個別相談会での全木連説明資料



- 44 -



- 45 -



- 46 -



- 47 -



- 48 -



- 49 -



- 50 -



- 51 -



- 52 -



- 53 -



- 54 -



- 55 -



- 56 -



- 57 -



- 58 -



- 59 -



- 60 -



- 61 -



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林野庁補助事業 

 

令和元年度 

木材関連事業者登録の推進事業 

報告書 

 

2020 年（令和 2年）3月 

 

一般社団法人全国木材組合連合会 

〒100-0014 東京都千代田区永田町 2-4-3 永田町ビル 6F 

TEL：03-3580-3215 FAX：03-3580-3226 

URL： http://www.zenmoku.jp 
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